
 
Press Release  

 

厚生労働省 

北海道労働局 

 
 
 
 

 
 
 

 
死傷労働災害は前年比２．６％減少 

－ 平成２７年の北海道内の労働災害発生状況（確定） － 

 

１ 労働災害による死亡者数（１月～１２月） 

道内の労働災害による死亡者数は、平成１５年に初めて１００人を下回り、その

後も減少を続け、平成２５年には過去最少の６４人を記録しました。平成２６年に

は６５人と１人の増加となりましたが、平成２７年も６５人と前年と同数となって

います。４月には、工場の設備工事現場で、火災により一度に４人が亡くなる事故

が発生しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当】 

北海道労働局労働基準部安全課 

課長         工藤 英司 

安全専門官    渡邊 哲也 

電話：011-709-2311（内 3557） 

 ＦＡＸ：011-756-0056 

厚生労働省北海道労働局発表 
平 成 ２ ８ 年 ４ 月 ２ ６ 日 
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【平成２７年】 



（１）業種別の状況【資料１、２】 

     業種別に見ると、「建設業」が２５人（全体の３８．５％、前年比３人増）と

最も多く、「陸上貨物運送事業」が１１人（全体の１６．９％、前年比５人増）、

「製造業」が７人（全体の１０．８％、前年比３人増）、「林業」と「小売業」

が各４人（各全体の６．２％、「林業」は前年と同数、「小売業」は前年比３人

減）、「港湾運送業」が１人の順となっています。 

（２）事故の型別の状況【資料３】 

    災害を事故の型別で見ると、「墜落・転落」が１８人（全体の２７．７％）と

最も多く、次いで、「交通事故（道路）」が１１人（全体の１６．９％）、「は

さまれ・巻き込まれ」が１０人（全体の１５．４％）、「崩壊・倒壊」が７人（全

体の１０．８％）と続き、この４種類の災害で全体の７０．８％を占めています。 

 

２ 労働災害による死傷者数（１月～１２月） 

 平成２７年の道内の労働災害による休業４日以上の死傷者数は６，５６８人と、

前年比１７６人減（２．６％減）となっています。 

（１）業種別の状況【資料４、５】 

    業種別に見ると、「製造業」が１，１８７人（全体の１８．１％、前年比２７

人増）と最も多く、次いで「建設業」が９９２人（全体の１５．１％、前年比２

５人減）、「商業」が９３０人（全体の１４．２％、前年比２７人減）、「陸上

貨物運送事業」（道路貨物運送業及び陸上貨物取扱業）が７４９人（全体の１１．

４％、前年比９２人減）の順となっています。 

（２）事故の型別の状況【資料６】 

    災害を事故の型別で見ると、「転倒」が１，７９７人（全体の２７．４％）と

最も多く、次いで「墜落・転落」が１，０６０人（全体の１６．１％）、「動作

の反動・無理な動作」が８２９人（全体の１２．６％）、「はさまれ、巻き込ま

れ」が７４１人（全体の１１．３％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２８年度の取組み等 

  北海道労働局（局長 田中 敏章）では、第１２次労働災害防止計画（平成２５年

４月～平成３０年３月）の中間年であることを踏まえ、重篤な災害を始めとする労働

災害の大幅な減少を最重点課題として、建設業、製造業、林業における対策を推進す

るとともに、道路貨物運送業では荷役災害防止対策、第三次産業（小売業、社会福祉

施設）については、転倒、腰痛災害防止対策を推進していきます。 
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（被災者数は平成 27 年分のみ表示しています。） 



【添付資料】 
１ 平成２７年における死亡災害発生状況[速報] 
２ 平成２７年における死亡災害発生状況（その他の事業の内訳） 
３ 平成２７年 業種別・事故の型別・起因物別死亡災害発生状況 
４ 業種別労働災害発生状況 
５ 署別・業種別災害発生状況 
６ 平成２７年 業種別・事故の型別・起因物別死傷災害発生状況 
 
 


